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図2-3-8　特別会計の剰余金（歳入－歳出）
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*出所：国の予算書および決算書から作成

 

 

独立行政法人は 2006 年度には 104 法人83あり、国から 3.4 兆円の財政支援84が行な

われた（図 2-3-9）。2005 年度の 4.6 兆円に比べて、2006 年度は減少しているように

見えるが、2005 年度には年金資金運用基金に 1.1 兆円が支援された85。この要因を除

けば、2005 年度 3.4 兆円、2006 年度 3.4 兆円と、法人数が減少しつつあるにもかか

わらず、まったく減っていない。2007 年度以降も、ほぼ横ばいである。 

 

独立行政法人は、事業を「効率的かつ効果的に行わせることを目的として」（独立

行政法人通則法）設置されている。効率的、効果的とは、自立的な運営が期待されて

いるということでもあるが、国からの財政支援のうち運営費交付金（経常的な運営の

ための補助金）だけで 2006 年度は 1.7 兆円に達している。また、独立行政法人の約 2

割では、経常収益86に占める運営費交付金の割合が 90％以上である。 

また、国は独立行政法人に対して出資もしており、政府出資金残高は、2006 年度末

で 17.7 兆円である。出資金を元に、利益を上げていれば問題はないが、赤字が累積し、

出資金が目減りしている法人が半数以上ある。 

                                            
83 医療分野でいえば、（独）国立病院機構は含まれるが、国立大学は国立大学法人でありこの外数。 
84 各独立行政法人キャッシュフロー計算書の、運営費交付金、補給金、補助金、受託収入、施設費補助金等の合計。 
85 年金資金運用基金の承継一般勘定は、解散した年金福祉事業団から住宅資金の貸付金、保養所資産を承継した。

2005 年度に得た政府交付金により、資産を圧縮し、保養所資産も整理して累積赤字を解消した。2006 年度からは

年金積立金管理運用独立行政法人。 
86 造幣局、国立印刷局については、売上高と営業外収益の合計を経常収益とした。 
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出資金が目減りした法人や、債務償還能力がない法人では新たに借入れをするか、

国から追加の財政支援を仰がざるを得ない。しかし、国からの支援は、一般会計、特

別会計からの支出であり、社会保障費などにも大きな影響を与える。現在進められて

いる「独立行政法人整理合理化計画」87の徹底および強化を求めたい。 

 

*出所：2005年度の年金資金運用基金は、2008年12月民間企業仮定損益計算書。

　　  　 2007年度以降は、財務省「独立行政法人向け財政支出等について（政府案）」から作成。国からの財政支出がある法人のみ。

図2-3-9　独立行政法人に対する国の財政支援
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1.8

1.6 1.7

1.1

4.6

3.4

1.7

0.0

2.0

4.0

6.0

2005
（113）

2006
（104）

年金資金運用
基金

その他

運営費交付金

（兆円）

法人数
（年度）

国からの運営費交付金等
（予算）

3.5 3.6 3.4

0.0

2.0

4.0

6.0

2007
（93）

2008
（93）

2009
（92）

（兆円）

法人数
（年度）

 

                                            
87 「独立行政法人整理合理化計画」2007 年 12 月 24 日閣議決定。独立行政法人の統廃合、民営化、非公務員化な

どが織り込まれている。http://www.kantei.go.jp/jp/singi/gyokaku/kettei/071224honbun2.pdf 


